
（単位：百万円、％）
平成28年3月期 平成29年3月期

残高 構成比 残高 構成比
国内店分

（除く特別国際金融取引勘定分） 721,999 100.00 738,946 100.00
製造業 56,622 7.84 62,432 8.45
農業・林業 1,063 0.15 1,224 0.17
漁業 316 0.04 219 0.03
鉱業・採石業・砂利採取業 135 0.02 114 0.02
建設業 20,605 2.85 19,491 2.64
電気・ガス・熱供給・水道業 12,286 1.70 12,099 1.64
情報通信業 1,426 0.20 1,951 0.26
運輸業・郵便業 5,357 0.74 6,158 0.83
卸売業・小売業 54,281 7.52 54,351 7.35
金融業・保険業 68,242 9.45 66,211 8.96
不動産業・物品賃貸業 112,534 15.59 115,100 15.58
その他サービス業 58,819 8.15 62,690 8.48
地方公共団体 168,550 23.35 167,074 22.61
その他 161,758 22.40 169,823 22.98

海外店分及び
特別国際金融取引勘定分 － － － －

政府等 － － － －
金融機関 － － － －
商工業 － － － －
その他 － － － －

合計 721,999 100.00 738,946 100.00

■�貸出金業種別残高

（単位：百万円）
平成28年3月期 平成29年3月期

期末残高 平均残高 期末残高 平均残高
国内業務部門 721,829 696,323 738,832 724,533
　手形貸付 19,937 17,336 15,513 16,315
　証書貸付 630,203 611,895 645,653 634,848
　当座貸越 69,338 64,876 75,669 71,511
　割引手形 2,350 2,214 1,996 1,857
国際業務部門 170 175 114 122
　手形貸付 170 175 114 122
　証書貸付 － － － －
合計 721,999 696,498 738,946 724,655

■�貸出金科目別残高

（注）国際業務部門の国内店外貨建取引の平均残高は月次カレント方式により算出しております。

■�貸出金の残存期間別残高

（単位：百万円）
平成28年3月期

1年以下 1年超
3年以下

3年超
5年以下

5年超
7年以下 7年超 期間の定め

のないもの 合計

貸出金 50,127 50,831 66,994 53,753 429,827 70,465 721,999
　うち変動金利 － 25,353 39,401 20,750 263,850 12,793 －
　うち固定金利 － 25,478 27,592 33,002 165,976 57,672 －

平成29年3月期

1年以下 1年超
3年以下

3年超
5年以下

5年超
7年以下 7年超 期間の定め

のないもの 合計

貸出金 39,583 47,154 83,061 58,449 434,728 75,968 738,946
　うち変動金利 － 27,521 41,147 20,744 286,653 13,137 －
　うち固定金利 － 19,633 41,913 37,705 148,075 62,830 －

（注）残存期間1年以下の貸出金については、変動金利、固定金利の区別をしておりません。
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（単位：件、百万円）
平成28年3月期

総貸出金残高（A） 中小企業等貸出金残高（B） （B）／（A）
貸出件数 金　額 貸出件数 金　額 貸出件数 金　額
42,244 721,999 42,050 425,364 99.54% 58.91%

平成29年3月期
総貸出金残高（A） 中小企業等貸出金残高（B） （B）／（A）

貸出件数 金　額 貸出件数 金　額 貸出件数 金　額
41,671 738,946 41,480 441,069 99.54% 59.68%

（単位：百万円）

平成28年3月期 平成29年3月期
有価証券 12 10
債権 21 10
商品 － －
不動産 619 541
その他 200 200
計 852 762
保証 763 2,940
信用 1,757 3,584
合計 3,374 7,287

（単位：百万円）

平成28年3月期 平成29年3月期
貸出金償却額 42 304

（単位：百万円）

平成28年3月期 平成29年3月期
破綻先債権額 267 109
延滞債権額 9,826 9,749
3カ月以上延滞債権額 52 87
貸出条件緩和債権額 1,372 1,350
合計 11,518 11,297

（単位：百万円）

債権の区分 平成28年3月期 平成29年3月期
破産更生債権及びこれらに準ずる債権 2,263 1,606
危険債権 7,849 8,276
要管理債権 1,424 1,438
正常債権 723,494 745,280

（単位：百万円）

平成28年3月期 平成29年3月期
有価証券 1,937 2,204
債権 4,954 4,251
商品 － －
不動産 145,871 153,296
その他 200 190
計 152,963 159,942
保証 266,942 278,029
信用 302,094 300,974
合計 721,999 738,946

（うち劣後特約付貸出金） （－） （513）

■�貸出金担保別内訳

■�支払承諾見返担保別内訳

■�中小企業等貸出金残高

（単位：百万円）

平成28年3月期 平成29年3月期
消費者ローン 23,639 23,320
住宅ローン 200,296 209,571
合計 223,936 232,891

■�消費者ローン・住宅ローン残高

（単位：百万円）

平成28年3月期 増減 平成29年3月期 増減
一般貸倒引当金 840 △ 324 652 △ 188
個別貸倒引当金 2,083 △ 1,014 2,205 122

うち非居住者向け債権分 － － － －
合計 2,924 △ 1,337 2,858 △ 66

■�貸倒引当金内訳

■�リスク管理債権額

■�金融機能再生緊急措置法に基づく開示債権額

■�貸出金償却額

■�特定海外債権残高
該当ありません。

（注）�中小企業等とは、資本金3億円（ただし、卸売業は1億円、小売業、飲食業、物
品賃貸業等は5千万円）以下の会社又は常用する従業員が300人（ただし、卸売
業、物品賃貸業等は100人、小売業、飲食業は50人）以下の企業等であります。

（注）�資産の査定は、「金融機能の再生のための緊急措置に関する法律」（平成10年法
律第132号）第6条に基づき、当行の貸借対照表の社債（当該社債を有する金融
機関がその元本の償還及び利息の支払の全部又は一部について保証しているも
のであって、当該社債の発行が金融商品取引法（昭和23年法律第25号）第2条
第3項に規定する有価証券の私募によるものに限る。）、貸出金、外国為替、その
他資産中の未収利息及び仮払金、支払承諾見返の各勘定に計上されるもの並び
に貸借対照表に注記することとされている有価証券の貸付けを行っている場合
のその有価証券（使用貸借又は賃貸借契約によるものに限る。）について債務者
の財政状態及び経営成績等を基礎として区分するものであります。

（単位：百万円、％）
平成28年3月期 平成29年3月期

貸出金残高 構成比 貸出金残高 構成比
設備資金 279,591 38.72 295,025 39.93 
運転資金 442,408 61.28 443,921 60.07 
合計 721,999 100.00 738,946 100.00 

■�貸出金使途別内訳
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